
決算書掲載頁　P99

内
訳

道路その他公共の場所における自転車等の放置を防止するための対策を講ずることによって市民の良好な生活環境を
保全し、街の美観を維持するとともに通行の障害を除去し、市民生活の安全を図る。

平成２４年度中における放置自転車等撤去台数は、三日市町駅周辺で６０台、美加の台駅周辺では９台と駐輪場も活用
され、市民の理解は概ね得られていると思われる。しかし、千代田駅前周辺では、３５８台、河内長野駅周辺では２３７台
となっており、鉄道事業者との連携による放置禁止の周知を図り、駐輪場の利用促進を検討する。
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自転車等の路上放置を防止するための対策を講ずることによって、市民の良好な生活環境を保全する。

事
業
費
・
財
源

細事業：放置自転車対策事業 01事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成24年度 比　較 平成24年度 比　較

目

的

妥当性 効率性 有効性評

価

今
後
の
方
向
性

職員数

再任用職員数

1

委託 昭和64年度 自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する
法律

放置自転車等の件数　709台（平成２４年度実績）

千代田駅前周辺及び河内長野駅周辺においては、鉄道事業者との連携により放置禁止区域の市民への周知、及び駐
輪場の利用促進を図る。
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事業：放置自転車対策事業                                

道路その他公共の場所における自転車等の放置を防止するための対策を講ずることによって市民の良好な生活

環境を保全し、街の美観を維持するとともに通行の障害を除去し、市民生活の安全を図った。 

 

細事業：放置自転車対策事業                             

１．放置自転車等撤去業務及び放置自転車等保管所管理業務 

駅周辺の駅前広場等に無秩序に放置された自転車は、歩行者の通行障害や美観の低下の問題だけではなく、

災害が発生したときの救助活動の妨害にもなるため、放置自転車対策として放置禁止区域内において、啓発及

び撤去活動を実施した。また、放置禁止区域外についても交通障害等の原因となっている箇所を中心に啓発活

動を行った。 

  放置自転車等撤去業務委託料               ４，２６０，４８０円 

  放置自転車等保管所管理業務委託料                      ２，３３２，６３６円 

放置自転車等撤去及び返還台数 

項    目 自転車 ミニバイク 計 

撤去台数 624 85 709 

返還台数 
408 

(21) 

79 

(3) 

487 

(24) 

（ ）内は撤去保管料免除台数  

２．撤去自転車の海外供与及び売却 

撤去した自転車等で、引き取りのない自転車については、海外供与を目的とし、財団法人自転車駐車場整備

センターに譲渡した。 

 海外供与台数及び供与先 250 台（フィリピン共和国、タイ王国） 

 


